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揚⽔発電維持へ 経産省が投資⽀援、再エネ安定供給狙う

経済産業省はポンプでくみ上げた⽔で発電する揚⽔発電所の維持や更新を⽀援する。揚⽔発
電は太陽光など再⽣可能エネルギーの電気をためる「⾃然の蓄電池」となる。天候で発電量
が変わる再⽣エネの普及に伴い、揚⽔発電の役割は増している。2022年9⽉時点で国内42地
点に計2747万キロワットの発電能⼒があり、⽼朽化した施設の維持につなげる。

揚⽔発電は電気に余裕がある際にポンプでダムの下⽅から上⽅の貯⽔池に⽔を上げる。電気
が⾜りなくなれば貯⽔池の⽔を放出し、タービンを回して発電する。

夜間に余る電⼒をためる役割があった。近年は再⽣エネを補完する意味合いが強い。太陽光
発電は⼣⽅になると、発電量が急激に落ちる。電⼒不⾜が懸念される時間帯は揚⽔発電が頼
みとなる。東京電⼒ホールディングス管内に電⼒需給逼迫警報が出た22年3⽉22⽇の⽇中は
供給⼒の12〜13%を揚⽔発電でまかなった。

記事利⽤について

経産省は揚⽔発電所への投資を⽀援する（九州電⼒の⼤平発電所）
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九州電⼒は揚⽔発電の増強を探っている。太陽光を中⼼に再⽣エネの導⼊が進んでおり、太
陽光による電気が余れば、⽔のくみ上げに電⼒を使う。太陽光が弱まる⼣⽅以降に揚⽔発電
を活⽤し、⽕⼒発電に頼らず電⼒需給を安定させる効果を狙う。

経産省によると、揚⽔発電所は30年までに約250万キロワット分が建設から60年ほど経過
し、運転停⽌や廃⽌のリスクが⾼まる。

電源維持に向け、経産省は事業者の投資を⽀援する。投資額の3分の1までを補助する。22年
度の第2次補正予算で10億円を計上した。

天候を予測する⼈⼯知能（AI）の導⼊を⽀援する。数⽇先が好天で太陽光の発電量が多くな
る⼀⽅、⾜元の電⼒需要が⼩さいと予測できれば、あらかじめ⽔を落としてくみ上げに備え
る。設備の稼働率を上げ、発電機会を増やせる。

古い機器の取り換えなどで効率向上を図ったり、新規開発の可能性を調査したりする事業者
にも3分の1を上限に補助を出す。新設はダム建設を伴うため、⼯費が巨額になる。

揚⽔発電は適地が⼭間部などに限られており、既存の設備の更新（リプレース）を重点的に
⽀援する。具体的な⽀援⼿法としては、23年度に導⼊予定の「⻑期脱炭素電源オークショ
ン」も活⽤する。更新に伴い、原則20年間にわたり発電事業者の収⼊を保証する。電⼒⾃由
化で事業環境が厳しいなか、事業者が発電所の⻑期的な投資回収の⾒通しを⽴てやすくす
る。

政府のGX（グリーントランスフォーメーション）実⾏会議は22年12⽉にまとめた基本⽅針
で「揚⽔発電所の維持・強化を進める」とした。
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